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事業計画の概要について 

 

１．事業計画（平成 30年３月期～平成 31年３月期） 

（１）売上高及び損益予想（計画）                 （単位：百万円未満切捨て） 

年月日 売上高 
営業利益 

（損失△） 

経常利益 

（損失△） 

当期純利益 

（損失△） 

１株当たり 

当期純利益 

（損失△） 

平成 30年３月期

（実績） 
217 △9 △10 1 0.11円 

平成 31年３月期

（計画） 
640 174 114 96 29.91円 

注）平成 30年６月 20日付で普通株式１株につき 1,000株の株式分割を行いましたが、平成 30年３月

期の期首に当該分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益を算定しております。 

 

【平成 31年３月期業績予想の前提条件】 

（１） 当社グループ全体の見通し 

わが国の経済環境は、企業収益や雇用環境の改善を背景に緩やかな回復基調が継続した一方で、米国

の保護主義的な政策による貿易摩擦の拡大等、景気の下振れリスクもみられ不透明な状況が継続してお

ります。 

このような環境の下で、当社は平成 30年を目標年次とする株式上場により、財務体質の改善とその資

金を活用した拠点の人材補強等による顧客対応能力の強化で、お客様の課題を解決し、当社独自のソ

リューションを世界市場に提供することにより、ビジネスの飛躍を目指してまいります。 

  

（２）業績予想の前提条件 

①売上高 

平成 31年３月期においては、牽引役となる事業の入れ替えが進むことを想定しています。スマート

フォンのディスプレー等の製造企業向け静電チャック「ステージ」の売上は平成 30年３月期において

は 69.9％を占めておりましたが、平成 31年３月期にはそれが 46.3％と、全体に占める割合を低下さ

せ、今後は半導体製造企業向けの「サポーター」が全体の 47.7％となって、当社の製品の主役の座を

明け渡す牽引事業の入れ替わりを想定しております。 

製品別内訳としては、「ステージ」の売上は 296,916千円（前期比 95.2％増）、「サポーター」の

売上は 305,960千円（前期比 1,543.4％ 増）、「その他」製品は 38,000千円（前期比 19.0％ 減）と
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見込んでおります。この結果、全社の売上高 640,876千円（前年同期比 194.5％ 増） と予想してお

ります。 

 

②売上原価、売上総利益 

直近の各事業の売上原価率を考慮した見積に基づき、売上総利益は 340,198千円（前年同期比

254.6％ 増） を見込んでおります。 

 

③販売費及び一般管理費、営業利益 

平成 30年３月期実績を考慮した見積に基づき、今期は株式上場準備に伴う体制整備などのコスト増

加要因を吸収し、営業利益は 174,056千円（前年同期は 9,598千円の営業損失）と予想しておりま

す。 

 

④営業外損益、経常利益 

営業外収益は、平成 30年３月期実績を考慮した見積に基づき、また、営業外費用は、主に上場関連

の費用を考慮した見積に基づき、経常利益を 114,126千円（前年同期は 10,965千円の経常損失）と予

想しております。 

 

⑤当期純利益 

当社は多額の繰越欠損金を有していることから、税効果会計の適用に際しては繰延税金資産の回収

可能性を慎重に検討し、当期純利益を予想しております。この結果当期純利益は 96,745千円（前年同

期比 7,875.7％ 増） と予想しております。 

以上 

 

 

 

 

 

 

本開示資料は、投資者に対する情報提供を目的として将来の事業計画等を記載したものであって、投資勧誘を目的としたものではありま

せん。当社の事業計画に対する評価及び投資に関する決定は、投資者ご自身の判断において行われるようお願いいたします。 

また、当社は、事業計画に関する業績目標その他の事項の実現・達成等に関しその蓋然性を如何なる意味においても保障するものではな

く、その実現・達成等に関して一切責任を負うものではありません。 

本開示資料に記載されている将来に係わる一切の記述内容（事業計画に関する業績目標も含みますがそれらに限られません。）は、現時

点で入手可能な情報から得られた当社の判断に基づくものであり、将来の経済環境の変化等を含む事業計画の前提条件に変動が生じた場合

その他多様な要因の変化により、実際の事業の状態・業績等は影響を受けることが予想され、本開示資料の記載内容と大きく異なる可能性

があります。 


